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本稿では，子ども手当や高校無償化が，親世代の者の教育投資の意識に対してどのような影響を及ぼ
すかを分析した。サンプルを回答者の学歴で分けずに推計した場合では，子どもへのより高い進学機会
に対する政策の効果は小さく，子ども手当や高校無償化が親の意識を大きく変えることはないという結
果が得られた。しかし，サンプルを回答者の学歴に分けて推計した場合，政策に対する反応は親の学歴
によって大きく異なることが明らかとなった。政策変更によって学校外教育投資に最も意欲的になった
のは親が大卒以上の学歴の場合であり，子ども世代における学力格差を助長する可能性が指摘される。
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1.はじめに
2009年 8月の選挙時，民主党はマニュフェストとして，中学卒業まで 1人当たり年 31万
2，000円の子ども手当の支給，高校の実質無償化を掲げた。 2010年4月には目標とする子ども手
当支給額の半分である月額 l万3，000円の支給と高校の授業料無償化が開始された。
厚生労働省 (2010)["子ども手当の使途等に関する調査」によると，子ども手当の使途に関し
て複数回答させた場合， ["子どもの将来のための貯蓄・保険料」が41.6%と最も高く， 2番目が
「子どもの衣類・服飾雑貨費」で 16.4%，3番目が「子どもの学校外教育費」で 16.3%であった。
この調査結果から，子ども手当の使途については子どもの将来に対しての貯蓄が一番大きな候補
(1) 本稿の分析に際して，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センタ-SSJ 
データアーカイフ引から「東大社研・若年パネル調査 CJLPS-Y)wave 1-4， 2007-2010J， ['東大社研・
壮年パネル調査(JLPS-M)wave 1-4， 2007-2010J (東京大学社会科学研究所ノTネル調査プロジェクト〕
の伺票データの提供を受けた。
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となっていることがわかる。金銭的補助がなければ子どもを大学に進学させることができない家
計にとって，子ども手当を貯蓄していくことは子ども世代の進学格差を縮小させる役割があると
考えられる。しかし， r家庭の日常生活費」も 13.8%と高い割合を占めている。これは，子ども
手当が他の所得と合算され，使途を限定しない補助金として扱われる可能性があることも意味し
ている。
つまり，子ども手当による子育て世帯への金銭的補助によって，子どものいる世帯の所得は増
加することになる。また，高校の授業料負担が減ることでも同様の効果が得られるω。その一方
で，子ども手当や高校授業料無償化によって増加した所得については，使途を限定されていない。
これらの政策によって増加した所得は，子どもへの教育投資を増加させるであろうか。
Edwards and Pasqual (2003)やOno(2007)のように，学校外教育費に支出する，つまり
子どもを塾等に通わせた場合はより高学歴や入試難易度の高い学校に入学できる可能性が高まる
ことを示す研究も存在する。もし子ども手当や高校無償化分の補助金が子どもに対して使用され
ないのであれば，子ども世代の学力格差や進学格差は変化しない。しかし，低所得の家計がこう
いった補助金を日常生活費に使用し，高所得の家計がさらに子どもに教育投資を行なうとすれば，
子ども世代の学力格差や進学格差は拡大する一方である。
子ども手当の目的は，次代の社会を担う子どもの育ちを支援することであり，高校無償化の目
的は家庭の経済状況によらず，高校に通う意志のある子どもが安心して教育を受けることができ
るようにすることである。特に子ども手当に関しては，子どもへの支援が明記されている。しか
し，厚生労働省の調査によれば，約4割が子ども手当を貯蓄すると答えており，子どもに対する
支出を増加させたかどうかは不明である。また，子ども手当や高校無償化等の一律政策では，補
助金の使われ方によっては子ども世代の学力格差の拡大といった副作用が存在する可能性も否定
できない。そのため，実際の政策効果を測定することが重要となる。本稿では，政策実施前と実
施後のデータを用いて， difference-in-differencesモデルによる政策評価を行なった。具体的に
は，子ども手当や高校実質無償化による金銭的補助が，子どものいる世帯の教育投資への意識に
どのような影響を及ぼしているのかを分析している。
本稿の構成は以下のとおりである。第2節では子ども手当の支給条件や支給額，高校無償化に
関する制度の説明を行なう。第3節で子どもに関する補助金政策を分析対象にしている先行研究
を紹介する。非勤労所得の存在が家計の消費行動にどのような影響を及ぼす可能性があるのかを
提示している理論モデルを第4節で示す。分析に使用するデータの説明を第5節で行なっている。
第6節では，非線形の推定式において difference-in-differencesモデルを扱うときにトリートメ
ント効果がどのように計算されるかを述べる。第7節で推計結果を示す。第8節で本稿のまとめ
を行なう。
(2) 高山・白石 (2010)も，高校の授業料無償化について，扶養者に子ども一人当たり年額で 18万4，000
円を支給すると仮定している。現実では無償化のための予算は機関補助金として教育サービスの供給者
に措置されるが，無償化の最終便益が扶養者に帰着していることを理由に挙げている。
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2.子ども手当・高校無償化の制度
民主党が総選挙時に掲げたマニフェストによると，子ども手当は中学卒業まで年額31万2，000
円を支給し，公立高校生の授業料は実質無償化する予定だったヘ 2010年度はマニフェストに掲
げた金額の半分である月額l万3，000円(所得制限なし)が，中学校修了前の子ども一人につき
父母に支給された。趣旨は， I次代の社会を担う子どもの育ちを支援するため，平成22年度にお
いて，中学校修了前までの子どもについて，子ども手当を支給する制度を創設する」というもの
である〈九そのまま 2011年4月-9月も継続して l万3，000円支給となっている∞。 2011年 10
月からは，子どもの年齢や出生順によって支給額が変化した。 0-3歳未満では月額1万5，000円，
3歳から小学校修了までは第一子または第二子だと月額I万円，第三子以降で月額l万5，000円，
中学生は一律l万円と，当初の目標であった月額2万6，000円とは程遠い金額となっている。趣
旨も 2010年度の文言から変更され， I現下の子ども及び子育て家庭をめぐる状況を鑑み，平成
24年度からの恒久的な子どものための金銭の給付の制度に円滑に移行できるよう，平成23年度
における子ども手当の支給等について必要な事項を定める」とされたヘ 2012年度からは子ども
手当は廃止となり，以前の児童手当に呼称、が戻っている。支給額は， 2011年 10月から同様であ
るが，所得制限が設けられた(九
つぎに，高校無償化について説明を行なう。 2010年3月31日， I公立高等学校に係る授業料
の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」が成立し， 4月1日から施行された。
これによって公立高等学校の授業料が無償化され，私立高等学校等の生徒については高等学校等
就学支援金が支給された。制度の趣旨は， I家庭の経済状況にかかわらず，全ての意志ある高校
生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため，公立高校の授業料を無償化するとともに，
高等学校等就学支援金を創設して，家庭の教育費負担を軽減する」となっている。この背景には，
現在の高等学校等の進学率が約 98%に達し，国民的な教育機関となっており，その教育の効果
が広く社会に貢献されていることから費用を社会全体で負担していくことが要請されていること
や，諸外国の多くで後期中等教育を無償としており，高等学校の無償化は国際的な状況をみても
一般的なものであることが挙げられる。
制度の概要は，公立高等学校に関しては原則として授業料の徴収をせず，これに伴って必要な
経費を国から地方公共団体に対して交付するものとなっている。私立学校等の生徒については，
( 3) 私立高校生には年12-24万円の助成をするとしていた。
(4) 厚生労働省 (2010)r平成2年度における子ども手当の支給に関する法律の概要」より引用。
(5 ) 詳しくは，厚生労働省 (201)r国民生活等の混乱を回避するための平成2年度における子ども手当
の支給に関する法律の一部を改正する法律」を参照のこと。
( 6) 厚生労働省 (201)r平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法の概要」より引用。
(7) ただし，手当を受ける者が所得制限限度額以上の場合，特例給付として子ども一人当たりに5，00円
の給付がなされた。例として，扶養親族等の数が l人の場合の上限所得額は 660万円である。詳細は厚
生労働省 (2012)r所得制限限度額表」を参照にされたL、。
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授業料にあてるために就学支援金として一定額 (11万 8，000円，低所得世帯の生徒については
l.5~2 倍の額)を支給するとした。その際，簡便かっ確実に授業料負担を軽減できるよう，学校
が保護者や生徒に代わって受け取るとしている。さらに，国の支援に加えて，各都道府県の取組
によって今まで以上の手厚い支援が行なわれることになるとしている (8)。また， 2010年度では所
得制限は設けられ℃いないが， 2014年4月1日に法律が改正され，所得制限が設けられた。法
律の改正当時は年収 910万円を予定してL、た(九所得制限により捻出した分は，低所得世帯の生
徒等に対しての支援の拡充に固されるとしている。この改正により，公立高校に係る不徴収制度
と私立高校等に係る就学支援金制度に分かれていたものが，就学支援金制度に一本化された。子
ども手当と同様，財源確保の難しさから所得制限が導入された。
文部科学省 (2010)によれば，高校無償化によって経済的な理由で中退する者をなくすことが
できることや， 自己の学びが社会に支えられていることそ自覚させ，学習意欲を維持向上させる
効果も期待されており，学科機会の格差是正に目標が匝かれている。子ども子当についても，子
育て世帯の経済的負担軽減に加え，近年になって問題担されてきた子どもの貧困を解消するひと
つの手段として，政策の効果が期待されたω。
民主党のマニフェストでは， I控除から手当への転換」という考えを示し，上述のような補助
金政策を行なう一方，所得税の配偶者控除，扶養控除を廃止するとした(11)。後述する先行研究が
示すように，子どものいる世帯では所得は純増という結果になっている。次節では，子どもに関
する補助金政策の影響を分析している先行研究を紹介する。
3.先行研究
本節では，子どもを対象にした補助金政策に関して分析している研究を中心に紹介してL、く。
子どもがいる世帯に対して補助金政策を行なう理由の一つには，子どもには正の外部性があり，
親がその外部性を把握していない場合には適Eな子ども数よりも過少になることが挙げられる O
van Groezen et al. (2003)は，子どもの外部性を取りこんだモデルを展開している(1目。これま
でのモデルは出生が外生であったことを指摘したうえで，出生を内生化した場合の公的年金と子
どもに対する補助の分析を行なっている。そよ二では家計の出産選択の結果が社会的なI適数と翠
離する理由として，以下の 2つを家計が考慮していないことを挙げている。一つは従属人口指数
効果 (thedependency-ratio effect)であり，子どもの数が多くなることは，将来においてア
ウトプットが増加することを意味する O もう一つの効果は，資源希釈効果 (thecapital-dilution 
(8 ) 文部科学省 (2010)r平成21年度文部科学省白書」を参照。
(9 ) 文部科学省 (2014)1公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する
法律の一部与を改lEする法律(概要)J
(10) 詳しくは尼子 (2010)を参照されたい。
(11) ただし，特定扶養控除，老人扶養控除，障害者控除等は存続させるとしていた。
(12) 分析の基本的な枠組みに，小国開放経済で人々は済年と老年の 2期間を生きるという仮定伝川いている。
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effect)であり，子どもの数が増加することによって，以前の水準の一人当たり生産を維持する
にはより高い資本ストックが必要とされるというものである。もし，この 2つの効果がちょうど
相殺されたならば，出生数は最適になるとしている。
同様に， Fanti and Gori (2012)は，子どもへの補助金政策に対して資本蓄積と出生率がどの
ように反応するか分析している。具体的には，機会費用に影響しない子育ての固定費用が児童手
当の補助金よりも大きい場合は，長期的な出生率への影響は不確定であるが，児童手当の存在は
定常状態での資本の量を減らすとしている。一方，子育ての固定費用が児童手当よりも低い場合，
児童手当の金額によって，定常状態の位置や均衡の数が異なることを明らかにしている。
Milligan (2005)は， 1988年から 1997年の聞にカナダのケベック州で行なわれた上限 8，000
カナダドルの給付金が出生率に及ぼす影響についてマイクロデータを用いて分析している。具体
的には， 1988年では第一子と第二子に対しては一回きりの 500カナダドルが給付された。一方，
第三子以降は 375カナダドルの給付が8四半期行なわれ，総額で3，000カナダドルの給付となっ
た。第三子以降への補助はその後の 4年間の聞に徐々に手厚くなり， 1992年には 400カナダド
ルの給付が 20四半期行なわれ，総額8，000カナダドルになった(へこの政策では家族構成によっ
て異なる金額が給付されることを利用して， triple-difference estimatorが可能であることを分
析上の利点として挙げている。標準の difference-in -differencesモデルとしてケベック州に住ん
でいる女性の出生行動と，ケベック州以外に住んでいる女性の出生行動を比較している。さらに，
多くの子どもを産むかどうか考えている女性に対するコントロールグループとして，政策が行な
われている期間に第一子の出産をした女性を設定している。推定の結果，この補助金政策は出生
率に強L、正の影響を及ぼしていると結論している。平均的に出生率は 12%上昇し，給付額が最
高になる世帯において 25%も上昇したことを明らかにしている(叫。
つぎに， 2010年4月に支給が開始された子ども手当に関する先行研究について言及する。土
井 (2010)は， ["日本家計パネル調査」のデータを用いて，子ども手当導入とその財源として検
討されている扶養控除の一部廃止が各所得階層に与える影響を分析している。子ども手当が支給
されるのに伴い，所得税と住民税において年少扶養控除の廃止と 18歳以下の特定扶養控除の上
乗せ部分の廃止が実施されることから，所得税や住民税の部分の負担は増加することになるとし
て，これらが実行された場合の各世帯への影響をみている。土井 (2010)は分析対象となった標
本に対して等価世帯可処分所得を計算し， 10段階の所得階層を設定した。階層ごとの平均でみ
(13) 4年聞における詳細な変更は， Milligan (2005)の表lを参照されたい。
(14) ただし，その世帯が元々考えていた出生数には影響を与えずに政策が行なわれている期間に出産時期
をずらす，いわゆる出産のタイミングのみの変更に影響があった可能性も指摘している。また，アメリ
カの児童扶養世帯扶助制度 (Aidto Families with Dependent Children)の影響を分析している
Rosenzweig (1999)， Fairlie and London (1997)， Acs (1996)と結果を比較している。 Rosenzweig
(1999)は年齢が 14歳から 2歳までの女性を， Fairlie and London (1997)は子どもが最低一人はい
るシングルマザー のみ， Acs (1996)は23歳以下の独身女性を標本としており，それぞれの研究に合わ
せたサブサンプルによる分析も行なっている。ケベック居住ダミーと 1996年ダミーの交差項が有意に
ならなかったことから，独身女性や若い女性はケベックの補助金政策に反応しないようであると考察を
行なっている。
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ると，子ども手当の支給対象となる子ども数は第3区分(191-225万円〉で 0.72人であり， 10 
区分の中で最多となっている。そして，第 10 区分 (562~己，495 万円)においては 0.1 5 人であり，
最少であることを明らかにしている。ただし， 2010年度の子ども手当に関しては，すでに支給
されている児童手当に上乗せする形式であることから，平均支給額で考えると半額支給の場合は
第6区分 (296-336万円)のほうが多く受給することになるとしている(回。その一方で，扶養
控除の減額措置により，去に第6区分から第9区分 (453-562万円)で所得税の負担が増える
ことを明らかにしている(へそして，子ども手当導入と扶養控除の廃止を同時に行なった場合，
子ども手当が半額支給の場合でも第 10区分以外のすべてで可処分所得が増加する結果を示した。
さらに，低所得者ほど可処分所得が純増しており，所得格差是正の効果も期待できるとしている O
高山・白石 (2010)も同様に，子ども子当が世帯所得をどのように変化させるのかを，厚生労
働省「国民生活基礎調査」の個票データを使用して分析している。支給額や控除等の条件を変更
することで，所得増となる世帯の割合は変化するが，手当の対象となる高校卒業前の子どもがL、
る世帯は所得純増となることを示し， I子どものいない家計」から「子どものいる家計|への所
得移転を催認している。文給額について，子ども手当は一人当たり年額31万2，000円，高校の
授業料無償化について年額 18万4，000円を仮定している口九子ども手当または高校授業料無償
化に関する主要な推計結果として，1)所得純増となる世帯は 38%，所得増減なし 43%，負担純
増は 19%であり，負担純増世帯のほとんどが17歳以ドの子どもが一人もいない世侍であること，
2)所得純増額は年間で平均 23万円弱である一方，平均的な負担純増額は4万3，000円であるこ
と， 3)高校卒業前の子どもがいる世帯はほぼ間違いなく所得が純増することを挙げている(凶。
しかし，これらは子ども手当の導入が家計所得にどのような影響を及ぼすかを焦点に当ててお
り，子ども子当が子どもに関係する財・サービスに使用されているかどうかを議論したものでは
ない。
Lundberg， Pollal and Wales (1997)は，すべての所得がプールされ，単一の目的関数を最
大化するように配分された場合，総所得のみが家計の需要に影響を与えるというプーリング仮説
を検定している。この仮説が意味することは，目的をしぼった所得移転政策は効果がないという
ことである。具体的には， 1970年代後半のイギリスにおける，夫の給与から税金を控除する形
の児童手当から妻へ児章手当を給付する政策変更を分析対象としているの政策変更前と比較して，
政策変更後はより多く子どもや妻の衣服に支出がなされるようになったとして，プーリング仮説
(15) 満額支給の場合は.児童手当の影響が打ち消され，子ども手当支給対象者が多い世帯ほど受給額が多
くなるというシミュレーション結果も示されている。さらに，全体として考えると，低・中所得層に子
ども手当の支給がなされていることも指摘している。
(16) 第10区分が含まれないのは，そもそも高所得層であり，制度変更前から所得税の減額措置を受けて
いなかったことが原因であると推察している。
(17) 高校授業料無償化の算出根拠として文部科学省「学校基本調査」の高校生の総数 (2008年度版では
336万7，00人， うち私立高校生10万4，000人)と，民主党マニフェストにある公立高校授業料無償
化予算5，00億円，私立高校通学者への補助金(一人当たり年額12万円)を挙げている。
(18) 子ども手当または高校無償化の恩恵を受ける子ども l人がいる世帯では年間 18万円， 2人いる場合
は41万円， 3人以上では65万円の純増であるとの結果を示している。
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を棄却している。つまり. i児童手当」という名の給付を行なうことで，その趣旨に沿った使わ
れ方がされているということになり，いわゆるラベリング効果が見られる。
一方，スロベニアの子どものいる家計を対象に，児童手当がどのように支出されているかを分
析しているものに Edomonds(2002)があるが，結果は Lundberg，Pollal and Wales (1997) 
と異なっている。食料，アルコール・タバコ，衣服のそれぞれの支出額を被説明変数とし，説明
変数に児童手当の金額と児童手当の額を除いた他の所得額を使用した回帰分析を行なっている。
児童手当の係数と他の所得の係数を比較した結果，スロベニアにおける児童手当は他の所得と同
様の使われ方をしている可能性が棄却できないと結論している。
日本においては，宇南山 (2011)が家計の消費に対する児童手当の影響を「家計調査」の個票
データを用いて分析している。分析は，児童手当は生涯所得の増加を通じて動学的な最適化をす
る家計の消費を増加させるが，その額は労働所得等と比較した場合は無視できるほどであり，消
費に与える影響は小さいと考えるライフサイクル仮説に基づいている。その結果，毎年消費され
るのは児童手当の予想支給総額の 1%から 3%であり，統計的にも有意でなく，多くは貯蓄され
ていたことを明らかにしている。この水準が家計資産の増加が消費を増加させる効果と同水準で唱
あることから，児童手当がその他の所得とプールされてライフサイクル仮説に基づいて消費され
ていた証拠であるとしている。そして，児童手当は消費の内訳についてほとんど影響しなかった
ことも指摘している。これは. Lundberg. Pollal and Wales (1997)で説明されたラベリング
効果が観察されないことを意味している。また，児童手当を流動性制約に直面している家計への
支援とするならば，所得制限を行なうことには一定の合理性があるとの見解を述べている。
本節では，子どもに対する補助金政策を扱った先行研究を紹介してきた。主に出生率を対象と
する研究が多く，補助金がどのように使用されているかに焦点を当てた研究は少ないといえる。
補助金の使途に関して分析しているものの中でも，子ども関係の財に支出されていることを報告
している研究もあれば，子ども関係の財への支出を増やさないことを明らかにしている研究もあ
り，子どもに対する補助金政策の効果について一貫した結論は得られていない。よって，本稿に
おいて，子ども手当や高校無償化といった政策が親の教育投資の意識にどのような変化をもたら
したのか分析することに意義があると考える。
4.理論的背景
前節では，子どもに対する補助金政策が消費の内訳にどのような影響を及ぼすのか分析した研
究を紹介した。そこで本節では，それらの先行研究が想定している非勤労所得の存在が家計の消
費行動にどのような影響を及ぼす可能性があるのかを提示している Thomas(1990)のモデル
を紹介する。
特定の家計を想定し，ある期の厚生W は，その家計に属する M人のそれぞれの効用関数
(Ul' U2• •••• UM) から構成される関数であるとする。
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W = W[U1(X， Z)， .， UM(X， Z)J 
、 、 』 ??
? ?
?
?、
Xは余暇も含めた財の需要ベクトル，Zは子どもの健康や質といった家庭で生産される財のベク
トルである。 X加をm番目の個人によって消費されるt番目の財とする。仮定として，効用関数
の弱分離可能性， z財の生産関数へのインプットと各々の効用関数における Xの要素の分離可
能性が課されている。もし，m番目の個人の効用が合計された関数の中に入らないのであれば，
Oのウェイトを割り当てられることになる。 m番目の個人の効用が彼自身の消費のみに依存する
特別な場合は，利己的な選好となる。多くの調査では財tに関して個人ごとの消費は観察されず，
家計全体の消費量のみ観察される。すなわち， X; = :EXimが観察される消費量である。
つぎに，家計が厚生を最大化する際の予算制約は(2)で表され，各々の Zの生産関数は(3)で
示されるとする。
、 ? ? ?
?? ?
??
?、
?
?
???、 ????? ( 2 ) 
(3) 
ここで，すべての価格はベクトルρに含まれ，Ymは個人mの非勤労所得である。 ωmはpの要
素のひとつであり，個人m の時聞の価格である。そして，XとZの各々の要素に対して家計の
需要関数が存在することとなる。それはXJで表現され，賃金も含めたすべての価格と，各々の
構成員の非勤労所得に依存する。
M 
X;' = :EX:よ=g(ρ， Yl'…， YM) 
m 
( 4 ) 
これは，家計全体のX;財の需要は誰が非勤労所得を獲得したかにも依存することを示している。
一方，すべての所得はプールされる場合を考える。構成員は全員同じ選好をもつか，家計にお
ける決定権をもっ人物がすべての配分を決めると仮定する。この場合の需要関数は，それぞれの
要素に依存するのではなく，家計の非勤労所得の総額にのみ依存することとなる。つまり， (5) 
となる。
M M 
Xi' = :E Xi;n = g(Pm， :EYm) 
m m 
( 5 ) 
本稿の分析する内容に照らし合わせてみれば，子どもに対する支出の増加を意図した子ども手
当や高校授業料無償化から非勤労所得を家計は得ることになるが，それが子どもに関する特定の
財の需要を高めるのであれば(4)の考えがあてはまる。一方，子ども手当や高校授業料無償化の
恩恵が家計全体でプールされ，消費の内訳を変化させないようであるならば， (5)の可能性が示
唆される(19)
(19) Thomas (1990)では， (5)式の棄却が他のモデルの受容を意味するわけではないが，他の有力なモ
デルがありその存在をうかがわせることができるという点で，この検定にはいくらか意味があるという
こと安述べている。
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次節では，実証分析に用いるデータの説明奇行なう。
5. データ
本稿では， r働き方とライフサイクルの変化に関する全国調査」として行われている 3つのパ
ネル調査のうち， r東大社研・若年パネル調査(JLPふY)wave 1-4， 2007-2010Jと「東大社研・
壮年パネル調査(JLPS-M)wave 1-4， 2007-2010Jを結合したデータを使用する。雇用状態等
の主要な個人属性が毎年たずねられているほか，価値観等については一年おきに調査されている。
JLPS-Yは若年層に焦点を当てた調査を実施しており，調査対象者の年齢は調査開始時において
20-34歳となっている。一方， JLPS-Mは壮年に対しての調査を行なっており，調査開始時に
35-40歳を調査対象としている。本稿では，この 2つのパネルデータを使用し，分析を進める。
2007年から 2010年までのデータがあるが，子どもへの教育投資に関する意識をたずねている調
査年は 2008年と 2010年のみであり，この 2つの調査年のデータを分析では用いる。調査時期は
毎年 1-3月であり， 2010年の調査時期において実際にはまだ子どち手当の支給や高校無償化は
開始されていないが，十分に周知されていると考えられる。被説明変数には，以下の 2つの設問
を用いる。
1. r子どもにはできるだけ高い教育を受けさせたい」
2. r子どもには，学校教育のほかに家庭教師をつけたり，塾に通わせたい」
回答者は，これらの設問に対して， rそう思うJ，rどちらかといえばそう思うJ，rどちらかと
いえばそう思わなLリ， rそう思わなL、」の 4段階から選択する。本稿では， rそう思うJ• rどち
らかといえばそう思うJをし「どちらかといえばそう思わなLリ・「そう思わなL、」を Oにした 2
項プロビットモデルと，それぞれ順に4から lの点数をつけた順序プロビットモデルによる推計
を行なう。この設聞は子どもがいない対象者にもたずねているので，子どもがいる者をトリート
メントグループ，そうではない者をコントロールグループに設定した difference-in-differences
モデルの分析が可能となる。
また，前述のとおり，このパネル調査は若年から壮年を対象にしている。よって，この調査時
点で子どもがし、ると回答した者は，子ども手当または高校無償化の恩恵を受けると判断した。表
Iは使用する変数の記述統計量である。 2008年に子どもがおらず 2010年にはチどもがいた者，
また 2010年において調食から脱落した者はサンプルから除外している。表 1が示すように，欠
損値のないサンプルサイズは 2，794となっている。
表 lの最初の 2行は，被説明変数のひとつである「子どもへの高い教育機会」に関する記述統
計量である。 2項変数で見た場合，約74%が子どもに高いできるだけ高い教育機会を受けさせた
いと思っている。ただし， 4段階で見た場合の平均は 2.9であり，多くが「そう思う」ではなく，
60 「明大商学論叢』第98巻第2号 ( 126) 
表1 記述統計量
変数名 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値
子どもへの高い教育機会 (0，1) 2794 0.7427 0.4372 。 l 
子どもへの高い教育機会 (4段階) 2794 2.9048 0.8485 4 
学校外教育 (0.1) 2794 0.4857 0.4999 。
学校外教育 (4段階) 2794 2.4306 0.9186 4 
2010年夕、ミー 2794 0.5000 0.5001 。
子どもダミー 2794 0.5934 0.4913 。
年齢 2794 34.4460 5.5899 21 44 
女性ダミー 2794 0.5490 0.4977 。
世帯所得 2794 687.5447 378.8942 。 2250 
短大・高専・専門学校ダミー 2794 0.3228 0.4676 。
大卒以上ダミー 2794 。.3908 0.4880 。
「どちらかといえばそう思うJを選択していることがうかがえる。次の 2行は，もうひとつの被
説明変数である， I一学校外教育」に関する数値である。データの整理を行なったことにより，
2010年に回答した者の割合は 5割である O 子どもダミーは家族構成員のなかに一人でも息子か
娘がいれば lをとるダミー変数であり，約 59%の世帯で子どもがいる。これは前述のようにサ
ンプルを若年層中心にしたことにより，未婚の者ゃまだ子どもがし、ない夫婦が相当割合いること
が推察される。女性ダミーは調査対象者が女性であれば lをとるダミー変数であり，約 55%が
女性となっている。世帯所得は選択肢から選ぶようになっている (20)。学歴ダミーは高卒以下を基
準にしており，短大・高専・専門学校卒は約 32%，大卒以上の回答者は約 39%そ占めている(叫0
6.推定方法
本稿では，民主党が政権を取る前の 2008年に行なわれた調査の偲票データと，民主党が政権
を取った後に行なわれた調査の個票データを使用する。そのため，推定には difference-in-
differencesモデルを用いる。
前述のとおり，分析に用いる被説明変数は4段階の離散変数である。そこで，推定手法はプロ
ビット推定またはロジット惟定が適切であると思われる。しかし， Puhani (2012) や Karaca-
Mandic， Nortnon， and Dowd (2012)が指摘するように，非線形の交差項の効巣として，推定
式における交差項の係数をそのまま解釈すべきでない。 Puhani(2012) はプロピットモデルに
おいて，その計算方法を提示している。そこで本稿では，被説明変数を「そう思うJ.Iどちらか
(20) 選択肢は以下のようになっている。1)年収なし.2)25万円未満， 3)50 万円くらい (25~75 万円未満).
4)100 万円くらい (75~150万円未満). 5)200万円くらい(150-250万円未満)， 6)300万円くらい
(250~350 万円未満)， 7)400 万円くらい (350~450 万円未満)， 8)500 万円くらい (450~600 力ー円未満)，
9)700 万円くらい (600~850 万円未満)， 10) 1川O方円くらL、(850-1，250万円未満)， 11) 1，500万円く
らい(l，250~1，750万円未i椅)， 12) 2，000万円くらい(1，750-2，250万円未満)， 13)丸250万円以上。
(21) 中退者は分析対象から除外している。
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といえばそう思う」を lに， rどちらかと言えばそう思わないJ，rそう思わない」をOに置き換
えたプロピット推定を行ない，政策変更の効果を計算する。その後，被説明変数をそのまま 4段
階で使用した順序プロピットモデルの推定を行ない，同様に政策変更の効果を計算する。
まず， Puhani (2012)の示した手法を紹介する。はじめに， トリートメント効果を以下のよ
うに定義する。
τ(T = 1， G = 1， X) = E[y1IT = 1， G = 1， XJ -E[yOIT = 1， G = 1， XJ (6) 
(6)において， T=Oならば政策変更前の期， T=lならば政策変更後の期を示している。同様に，
G=Oはコントローjレグループであることを， G=l はトリートメントグループであることを表し
ている。本稿に当てはめると， T=Oは2008年の調査データ， T=lは2010年の調査データであ
り， G=Oは子どもがいない世帯， G=lは子どもがいる世帯となる。 ylはトリートメント効果
がある場合の結果， yOはトリートメント効果がない場合の潜在的な結果を表している。この差
がトリートメント効果である。 Xは説明変数のベクトルである。本稿では，回答者の年齢，性
別，学歴，世帯年収を使用する。
(6)の右辺第2項は観察することができない。そこで， ylとyOの条件付き期待値を，それぞ
れ以下で表す。
E[yOIT， G， XJ = 0(αT+sG+xe) 
E[y1IT， G， XJ = 0(αT+βG+r+xe) 
(7) 
( 8 ) 
ここではプロビットモデルを考えているので， 0 (・〉は標準正規分布の条件付き分布関数であ
る。ただし， (6)における潜在的な結果は観察できず，代わりに以下が観察できるとする。
y = IXyl+(1_I)XYo ( 9 ) 
(9)における IはT=lかっ G=lであるときに lをとり，それ以外なら Oをとる指示関数である。
これらから，推定する式は以下となる。
E[YIT， G， XJ =日(αT十sG+rTG十xe) (10) 
非線形の式を推計する場合は，線形と異なり， TGの係数である 7がトリートメント効果を表す
わけではない。トリートメント効果は以下の式で求められる。
τ(T = 1，G = 1，X) = E[y1IT = 1，G 口 1，XJ -E [yOIT口 1，G需 1，XJ 
= 0(α+β+r+xe)-0(α+s+xe) 
、 ， 』
?
?
?
??? 、
しかし， Puhani (2012)が指摘するように， トリートメント効果の大きさはこれによって計算
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することができるが，標準誤差は計算できないことに注意されたL、。また，説明変数とその係数
の積を計算するにあたって，各変数の平均債を使用した。
7.推計結果
表2は(10)式の推計結果を示している。モデル(1)は子どもに高い教育機会を与えたいか
どうかの設問の回答を Oまたは lに分けて推定したものである。一方，モデル (2)は回答を4
段階のまま使用し，順序プロビットモデルを適用した結果となっている。被説明変数に学校外教
育に関する設問を使用し，プロピットモデル，順序プロピットモデルを用いた結果がそれぞれモ
デル (3)，(4)である。
モデル(1)の結果をみると，回答者の年齢は正で有意な影響を持つことがわかる。これは，
子どもが成長していくと実際に進路選択に立ち会うことになることが理由として考えられる。女
性ダミーは正で有意であり，女性のほうが男性よりも子どもに高い教育機会を望んでいることが
推察される。女性の方が子どもに関する支出を増加させることは， Lundberg， Pollal and Wales 
(1997)やThomas(1990)の結果と整合的である。所得が高い世帯は，子どもにより多い教育
機会を与えることを好ましいと考えていることがわかる。高卒以下を基準にした短大・高専・専
門学校ダミーと大卒以上ダミーはともに正で有意な結果を示している。係数も，短大・高専・専
門学校ダミーよりも大卒以上ダミーのほうが大きく，高学歴になるにしたがって，子どもにも高
い教育機会が必要とする傾向がみてとれる。トリートメント効果の大きさはτの行で示されてい
る。計算の結果，その大きさは非常に小さいが負となっている。厚生労働省 (2010)I子ども手
当の使途等に関する調査Jにおける子ども手当の使途の 41.6%が「子どもの将来のための貯蓄・
保険料」となっていたが，子どものより高い進学機会への意識に特に変化をもたらしていないと
いう本稿の結果とは一致しない。
モデル (2)は， JI慎序プロピ、ットモデルによる推計結果である。モデル(1)と同様に，年齢，
女性ダミー，世帯所得，学歴ダミーは正で有意な結果となっている。 τはモデル(1)と比較し
て正になっているが，非常に小さな値である。
モデル (3)，(4)は学校外教育に関する意識を被説明変数にした結果である。モデル(1)と
同様に，年齢，女性ダミー，世帯所得，大卒以上ダミーは正で有意となっている。調査対象者の
年齢が高いということは，子どもが義務教育や高校等に在学している可能性が高く，学校外教育
の必要性を感じる場面が多いことが推察される。世帯所得が高ければ実際に学校外教育に多く支
出することが可能である， という事実を反映した結果も整合的である。ただし，短大・高専・専
門学校ダミーは有意でないこと，大卒以上ダミーの係数の大きさがモデル(1)， (2)と比較して
小さくなっていることから，学校外教育の必要性に対して調査対象者の学歴の影響は弱くなって
いることが推察される。ての大きさはモデル(1)， (2)より大きくなっている。これは，教育機
会が専門学校または大学進学という枠組みでとらえられ，授業料などを考えると大きな支出にな
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表2difference-in-differencesモデルによる推計結果
子どもへの高い教育機会 学校外教育
プロピット JI国序プロピット プロピット 順序プロピット
(1) (2) (3) (4) 平均値
α -0.05408 -0.11891本 -0.04801 -0.07214 
(0.08516) (0.06765) (0.07615) (0.06304) 
β 0.09236 0.06107 -0.01192 0.09635 
(0.08370) (0.06593) (0.07444) (0.06153) 
年齢 0.03144端機場 0.02636仲* 0.02455*ホ栴 0.02025*** 34.4460 
(0.00549) (0.00425) (0.00501) (0.00410) 
女性ダミー 0.17554*** 0.09996*' 0.17181' •• 0.15605判瑚 0.5490 
(0.05652) (0.04405) (0.05084) (0.04250) 
世帯所得 0.00039噌*事 0.00037様車事 0.00038噂車事 0.00035*** 687.5450 
(0.00008) (0.00006) (0.00007) (0.00006) 
短大・高専・専門学校 0.43285判* 0.35191本** 0.10926* 0.06685 0.3228 
ダミー (0.06475) (0.05288) (0.06220) (0.05247) 
大卒以上ダミー 1.04403*" 0.93948機*事 0.32140事略称 0.26808*" 0.3908 
(0.07127) (0.05729) (0.06244) (0.05379) 
7 -0.01417 0.03944 0.13364 0.11235 
(0.10927) (0.08541) (0.09780) (0.08208) 
定数項 -1.29409料率 -1.40783判事
(0.19625) (0.18201) 
τ -0.00433 0.00397 0.05324 0.02102 
Pseudo R2 0.0933 0.0599 0.0279 0.0182 
サンプルサイズ 2794 
1) 叫曹は 1%有意， *'" I士5%有意，叶ま 10%有意をそれぞれ表す。
2) カッコ内の標準誤差はロバストな襟準誤差である。
3) 学歴の基準は高卒以下である。
り，子ども手当や高校無償化は影響しづらい一方，塾や家庭教師などの支出は子ども手当の額と
大きな事離がないためと思われる。しかし，モデル (3)，(4)における τの値も小さいものとなっ
ている。
つぎに，調査回答者の学歴別に推計を行なった。その結果が表3，表4である。まず，表3か
らみてL、く。年齢は，どの学歴区分でも正で有意である。世帯所得も，モデル(7)を除き正で
有意な結果を示している。女性ダミーは短大・高専・専門学校と大卒以上の 2項プロビットモデ
ルにおいて正で有意な結果となった。大卒以上の区分において，モデル(10)の順序プロビット
モデルでは女性ダミーは有意性を失っている。トリートメント効果を示すτについては，モデル
(5)では 0.028，モデル(7)では一0.038，モデル(のでは 0.017となっている。これは，政策
の変更に関して調査対象者の学歴によって反応が違うことを示唆するものとなっている。短大・
高専・専門学校の区分では， トリートメントグループに対する政策変更の効果は逆で，むしろ教
育投資を控える可能性があることを示している。高卒以下へのトリートメント効果は大卒以上の
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表3 学歴別推計結果(子どもへの高い教育機会)
子ともへの高い教育機会
高卒以下 短大・尚専-専門学校 太平以上
プロビット
l民序
プロピット
JI償序
プロピット
順序
プロビット プロピット プロピット
(5) (6) 平均値 (7) (8) 平均値 (9) (10) 平均値
α -0.21363 -0.25897楊 0.12527 0.09689 0.12684 0.18426 
(0.17514) (0.14726) (0.14620) (0.12859) (0.13346) (0.09465) 
β 0.0:i117 0.0:1756 0.17055 0.15569 -0.02568 0.04157 
(0.15013) (0.12651) (0.13942) (0.11815) (0.15491) (0.10868) 
年齢 0.02895**議 0.02643叫本 35.9275 0.03605本本本 0.03034 *.本 34.7428 0.03060本*本 (l.()2204判* 33.1154 
(0.00935) (0.00750) (0.00986) (0.00827) (0.00972) (0.00683) 
女性ダミー 0.04634 0.06992 0.575 0.26110み牟本 0.23911 "象 0.718404 0.26156*' 0.03280 0.39011 
(0.09281) (0.07747) (0.09980) (0.08336) (0.10516) (0.0698]) 
世帯所得 0.00083'" 0.00066幡市* 608.156 0.00009 0.00026" 640.466 0.00032憎申 0.00028川柳 784.592 
(0.00015) (0.00011) (0.00014) (0.00013) (0.00013) (0‘00009) 
T 0.06956 0.13023 -0.12364 ーO岨11805 0.07994 。目09627
(0.20405) (0.17168) (0.18648) (日目15502) 0.13501 (0目13577)
定数項 -1.29901刊本 0.99187日本 0.13501 
(0.33842) (0.33398) (0.30806) 
τ 0.02752 0.02651 0.03757 -0.01340 0.01707 0.02633 
Pseudo R' 0.04320 0.02400 0.03360 0.02140 0.02880 0.01390 
サンプル
サイズ
800 902 1092 
1) ，叫は 1%有意， **，ま 5%有意，川ま 10%有意をそれぞれ表す。
2) カッコ内の標準誤差はロバストな標準誤差である。
それよりも大きく，子ども世代における進学格差を縮小させる効果をもつことを意味する。しか
し，両者の差は大きくないことが指摘される。
最後に，表4の結果について考察する。被説明変数を学校外教育費に関する意識にし，調査回
答者の学歴区分別に惟計した。年齢，世帯所得はすべての区分において正で有意な結栄そ示して
いる。これらの変数は，これまでと同様の結果を示している。高卒以下と短大・高専・専門学校
の区分では，女性であることは子どもにより学校外教育投資をしたいと考えている。一方で，大
卒以上の学歴を持つ者の間では性別による差は生じない。トリートメント効果は，高卒以下で
0.044，短大・高専・専門学校で 0.004，大卒以上で 0.113となっている。これは，表 3の結果と
異なっており，高卒以下よりも大卒以上で効果が大きL、。つまり，高学歴の親ほど子どもに多く
学校外教育投資を行ないたいと思うようになったことをボす。親の学歴が短大・高専・専門学校
の場合は依然として小さな他であり， 3つの学歴区分の中で最も子どもへの教育投資に関する意
識を変更していなし、。学校外教育への投資量の差が子どもの学力格差，ひいては進学格差を拡大
させるひとつの要因であるのであれば，子ども手当や高校無償化による政策変更は，より子ども
世代の格差を助長することになる。
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表4 学歴別推計結果(学校外教育に対する選好)
学校外教育
ト一一一一一一
高不以下 短大・尚 t~t ・専門学校
プロビット
順序
プロビット
JI関序
プロピット
プロピット プロビット
(11) (12) 平均値 (13) (14) 平均値 (15) 
α -0.09654 -0.16171 0.04237 0.03769 0.08624 
(0.17930) (0.13909) (0.14024) (0.12700) (0.10648) 
β 0.10295 0.10077 0.05561 0.15119 0.16071 
(0.15166) (0.1158:1) (0.13108) (0.11029) (0.11902) 
年齢 0.03353刊本 0.02395*** 35.9275 0.01771 * 0.01810叫 34.7428 0.02383叫*
(0.00950) (0.00726) (0.00904) (0目00795) (0.00803) 
女性ダミー 0.2782γ 日 0.20518**本 0.575 0.24652** 0.27806**本 0.718404 0.05128 
(0.09271) (0.07628) (0.09609) (0.07796) (0.07974) 
世帯所得 0.00058噂事* 0.00047*事本 608.156 0.00032** 0.00032車場事 640.466 0.00032*市市
(0.00014) (0.00011) (0.00013) (0.00012) (0.0'0009) 
T 0.11158 0.17106 0.00939 0.02674 0.28343事
(0.20728) (0.16515) (0.17482) (0.15272) (0.15353) 
定数項 -1.96658判事 -1.12567判権 ← 0.91139*** 
(0.35433) (0.31163) (0.26434) 
T 0.04373 0.02987 0.00375 0.00511 0.11260 
Pseudo R2 0.04510 0.02170 0.01810 0.01740 0.01840 
サンプル
サイズ
800 902 
1) 日.!ま 1%有意，叫は 5%有意，什ま 10%有意をそれぞれ表す。
2) カッコ内の標準誤差はロバストな標準誤差である。
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大卒以よ
順序
プロピット
(16) 平均値
-0.09848 
(0.08508) 
0.03508 
(0.1 0259) 
0.01801叫*
(0.00658) 
0.03778 0.39011 
(0.06809) 
0.00031噂場噂 784.592 
(0.00008) 
0.20487 
(0.13091) 
0.05486 
0.01320 
1092 
本稿では，子ども子当や高校無償化が親世代の者の教育投資の意識に対してどのような影響を
及ぼすかを分析した。分析の結果，男性に比べて女'14.のほうがより子どもに教育投資を行ないた
いと考えていること，所得が高ければ高いほど子どもが高学歴になってほしいと考えていること，
年齢が高くなるにつれて教育投資に対する姿勢は積極的になること等を明らかにした。そして，
サンプルを回答者の学歴で分けずに推計した場合では，子どもへのより高い進学機会に対する政
策の効果は小さく，親の意識を大きく変えることはないという結果が得られた。つまり，単に子
どものいない家庭から子どものいる家庭への所得移転ということになる。これは子どもの外部性
を考えた場合，子どもの親に対しての補助ということでは意味の大きい政策である。だが，子ど
も手当や高校無償化の趣旨は「子どもの健やかな育ちそ支援する」ためや， r家庭の経済状況に
かかわらず，全ての意志ある高校生」に対する支援であり，子どもに対して支出されることが本
来の目的であると思われる。
しかし，サンプルを回答者の学歴に分けて推計した場合，政策に対する反応は親の学歴によっ
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て大きく異なることが明らかとなった。高卒以下の学歴を持つ親は，大卒以上の学歴を持つ親に
比べて，子どもに対してより高い教育機会を与えたいと思うようになっていた。学校外教育投資
に関しては，学歴が高卒以下の親も子どもに学校外教育を受けさせたいと考えるようになったが，
それを上回る勢いで学歴が大卒以上の親は子どもに学校外教育投資を行ないたいと考えるように
なっていた。親の学歴が短大・高専・専門学校の場合は，子ども手当や高校無償化政策は子ども
の教育投資にほとんど影響を与えないという結果が得られた。これらの結果から，学校外教育が
子どもの学力に大きな影響を及ぼすならば，子どもの世代における学力間格差は子ども手当や高
校無償化によってさらに大きくなる可能性が示唆された。本稿では，データの制約上，子どもに
対する教育投資の意識の変化を分析対象に用いたが，本来であれば，支出の内訳について分析す
るべきである。子どもに対する補助金政策が家計支出の内訳にどのような影響安及ぼしたのかは，
今後の課題とする。
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